
令和７年度補正予算 重点支援地方交付金の活用状況について
東京都 豊島区

１２億９８万円交付限度額
１２億９８万円（100％）うち令和７年度 交付決定額

−うち令和８年度 交付決定額
０円（0％）残額

■実施状況

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度を記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）

事業者支援

◆物価高騰対策支援給付金支給事業 事業費：１０億１,０００万円 ※食料品特別加算を活用
物価高騰に直面している一定の所得未満の世帯（※）に対し、１世帯あたり１万円の給付金を支給。

（※）令和７年１２月１日時点で豊島区に住民登録があり、以下の①と②のいずれかに該当する世帯
①世帯全員が令和７年度住民税非課税
②令和７年度住民税の世帯所得の合計金額が２００万円未満

生活者支援

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

＜令和８年３月時点＞

◆賃上げ促進支援事業 事業費：４億１,１２１万円
中小企業・小規模事業者の賃上げの促進のため、従業員規模に応じた支援金（従業員１人あたり５万円、１事業者上限５０

万円）を支給。
＜要件＞
・令和８年４月１日から令和８年１２月１５日までの間に、前月比で基本給を３％以上引き上げ
・賃金台帳等の写しにて、前月と対象月の基本給または時間給等を比較
・週２０時間以上勤務する従業員を対象
・労働条件通知書または雇用契約書等にて、労働条件を確認

◆経営安定臨時支援金事業 事業費：１億２ ,９４１万円
介護・障害福祉サービス事業所における、福祉人材確保のため、支援金（１事業所あたり１５万円）を区独自に支給。
さらに、訪問介護報酬引き下げの影響を緩和するため、訪問介護事業所を対象に上乗せ支援（１事業所あたり５３万円）を

実施。


